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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数　　５社

連結子会社名　　　ライクスタッフィング株式会社、株式会社エースタッフ
　　　　　　　　　株式会社サンライズ・ヴィラ、サクセスホールディングス株式会社、
　　　　　　　　　株式会社サクセスアカデミー
　なお、平成29年２月21日をもって連結子会社であったＡＣＡヘルスケア・再編１号投
資事業有限責任組合は清算結了に伴い、当連結会計年度より連結の範囲から除外してお
ります。
　また、ジェイコム株式会社は平成28年12月１日付で「ライクスタッフィング株式会社」
へ、株式会社サンライズ・ヴィラは平成29年５月１日付で「ライクケアネクスト株式会
社」へ商号を変更しております。

（2）非連結子会社の名称等
非連結子会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用していない関連会社の数　１社
　　 持分法を適用していない関連会社名    株式会社キャリアデザイン・アカデミー
     （持分法の適用範囲から除いた理由）

　持分法を適用していない関連会社（株式会社キャリアデザイン・アカデミー）は、当
期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の
対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち株式会社エースタッフの決算日は３月31日、株式会社サンライズ・ヴィ

ラ（現ライクケアネクスト株式会社）、サクセスホールディングス株式会社及び株式会社サ
クセスアカデミーの決算日は４月30日であります。
また、株式会社サンライズ・ヴィラ（現ライクケアネクスト株式会社）は、決算日を10月

31日から４月30日に変更しております。
この決算日変更による連結計算書類に与える影響はありません。

　連結計算書類の作成にあたり、上記連結子会社は決算日の差異が３ヶ月を超えないため、
当該子会社の正規の決算を基礎として連結決算を行っております。
　ただし、それぞれの決算日から連結決算日５月31日までの期間に発生した重要な取引につ
いては、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証
券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な 近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。

② たな卸資産
商品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

原材料及び貯蔵品
主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）によっております。

③ デリバティブ
時価法によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成
28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 ８年～37年
機械装置及び運搬具　 ５年～６年
その他　　　　　　　 ３年～15年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づいております。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上して
おります。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計
年度から費用処理しております。

（5）のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で償却
しております。

（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　金利スワップ
ヘッジ対象　借入金の利息

③ ヘッジ方針
当社の社内規程により定める基本ルールに基づき金利変動リスクを回避する目的でデ
リバティブ取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後
も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと見込まれ
るため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

（7）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。
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誤謬の訂正に関する注記
　当連結会計年度において、当社連結子会社であるサクセスホールディングス株式会社は平成22
年12月期より税務業務を一括して税理士法人に委託しておりましたが、認可保育園の運営委託料
に係る売上高につき、消費税の課税区分を「非課税」とすべきところが「不課税」として処理さ
れていたことにより、消費税が過少申告されていることが発覚したため誤謬の訂正を行いました。
　当該誤謬の訂正による累積的影響額は、当連結会計年度の期首の純資産の帳簿価額に反映して
おります。
　この結果、連結株主資本等変動計算書の期首残高は利益剰余金75,664千円、非支配株主持分
179,895千円それぞれ減額しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  建物及び構築物 2,066,513千円
                                          機械装置及び運搬具
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産

23,198千円
125,693千円

                                          その他 553,875千円

２．担保資産及び担保付債務
　 担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産
消去されている連結子会社株式 2,132,480千円（消去前金額）

②　担保に係る債務は、次のとおりであります。
長 期 借 入 金 1,634,800千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
の株式数
（株）

普通株式 9,981,000 37,500 － 10,018,500
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２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

① 平成28年８月29日開催の第23期定時株主総会決議による配当に関する事項

株 式 の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

普通株式 233,598千円 25円 平成28年５月31日 平成28年８月30日

② 平成29年１月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

株 式 の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

普通株式 168,766千円 18円 平成28年11月30日 平成29年２月14日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

　平成29年８月28日開催予定の第24期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

株式の種類 配当金の総額 配 当 の 原 資 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

普通株式 168,863千円 利益剰余金 18円 平成29年５月31日 平成29年８月29日

３．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
平成27年４月１日開催の取締役会決議分

新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式　236,400株

新株予約権の残高 　　　　　　2,364個
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画に照らして必要な資金調達については、主に銀行借入により
調達しております。一時的な余資につきましては、信用リスクの低いものにより運用を行
い、デリバティブについては、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機
的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変
動リスクに晒されております。
　長期貸付金、差入保証金は、主に賃貸借契約に係るものであり、取引先企業等の信用リ
スクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、３ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金（一年以内返済予定の長期借入金を含む）、ファイナンス・リース取引に係るリ
ース債務は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、支払期
日は 長のもので決算日後20年であります。金利の変動リスクに晒されているものもあり
ますが、一部はデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、販売管理規程及び与信管理規程に基づき、営業債権について、主要
な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると
ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、投資有価証券について、金融商品取扱規程に基づき、定期的に時価
や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して
保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を適切な水準に維持するこ
と等により、流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成29年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて
おりません（（注）２.参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 5,915,111 5,915,111 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,693,767 3,693,767 －

(3) 投資有価証券

　　その他有価証券 867,966 867,966 －

(4) 長期貸付金 783,744 778,220 △5,524

(5) 差入保証金 766,058 726,740 △39,317

資産計 12,026,648 11,981,806 △44,841

(1) 支払手形及び買掛金 138,240 138,240 －

(2) 短期借入金 2,000,000 2,000,000 －

(3) 未払金 2,644,629 2,644,629 －

(4) 長期借入金
（一年以内返済予定の長期借
　入金を含む）

6,687,838 6,762,924 75,086

(5) リース債務（※） 575,371 624,999 49,628

負債計 12,046,080 12,170,794 124,714

（※）流動負債「リース債務」と固定負債「リース債務」を合算しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
   　　 資  産
      (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は、取引所の価
格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4) 長期貸付金、(5) 差入保証金
　これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来のキャッシュ・フ
ローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しております。

　負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金（一年以内返済予定の長期借入金を含む）、(5)リース債務
　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券
　　投資事業有限責任組合出資金

　　非上場株式
193,325
9,343

関係会社株式
　　非上場株式 16,000

差入保証金 829,956

　これらについては、市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから上表には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 699円91銭
１株当たり当期純利益 86円53銭

重要な後発事象に関する注記
　当社は、平成29年７月14日開催の取締役会において、以下のとおり、株式の分割について決議
致しました。
１．株式分割の目的
　株式分割を行い投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上とと
もに、投資家層の拡大を図ることを目的とするものです。

２．株式分割の概要
(1)分割の方法
　平成29年８月31日を基準日として、同日 終の株主名簿に記載または記録された株主の有す
る普通株式を、１株につき２株の割合をもって分割いたします。

(2)分割により増加する株式数
　①株式分割前の当社発行済株式総数　　10,018,500株
　②今回の分割により増加する株式数　　10,018,500株
　③株式分割後の当社発行済株式総数　　20,037,000株
　④株式分割後の当社発行可能株式総数　60,000,000株
（注）上記の発行済株式総数及び増加する株式数は平成29年５月31日現在の発行済株式総数に

基づき記載しているものであり、株式分割の基準日までの間に新株予約権の行使により
増加する可能性があります。

３．当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度におけ
る１株当たり情報は、以下のとおりです。
　①１株当たり純資産額　　　349円95銭
　②１株当たり当期純利益　 　43円27銭

その他の注記

追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３

月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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企業結合等関係

共通支配下の取引等
１．子会社株式の追加取得
（1）取引の概要
　① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社サンライズ・ヴィラ（現ライクケアネクスト株式会社）
事業の内容　介護関連サービス事業

　② 企業結合日
　平成29年１月31日

　③ 企業結合の法的形式
　現物分配、非支配株主からの株式取得

　④ 結合後企業の名称
　名称変更はありません。

　⑤ その他取引の概要に関する事項
　介護施設の運営ノウハウがグループ内に蓄積されたと判断したことから、当社子会社で
あるＡＣＡヘルスケア・再編１号投資事業有限責任組合が保有していた全株式を現物分配
および非支配株主からの取得によって取得いたしました。なお、ＡＣＡヘルスケア・再編
１号投資事業有限責任組合は平成29年２月21日に清算結了しておりますが、この清算に伴
い無限責任組合員に対する義務の履行による支出を関係会社整理損として特別損失に計上
しております。

（2）実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平
成25年９月13日)に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。

（3）子会社株式の追加取得に関する事項
　　　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　　取得の対価　　現金及び預金　404,000千円
　　　取得原価　　　　　　　　　　404,000千円

（4）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
　① 資本剰余金の主な変動要因
　　 子会社株式の追加取得
　② 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額
　　 19,276千円
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２．子会社株式の追加取得
（1）取引の概要
　① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社サンライズ・ヴィラ（現ライクケアネクスト株式会社）
事業の内容　介護関連サービス事業

　② 企業結合日
　平成29年４月28日

　③ 企業結合の法的形式
　非支配株主からの株式取得

　④ 結合後企業の名称
　名称変更はありません。

　⑤ その他取引の概要に関する事項
　非支配株主である東京建物・ＡＣＡ投資事業有限責任組合が保有していた1,740株を取得
し、株式会社サンライズ・ヴィラを当社完全子会社と致しました。

（2）実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平
成25年９月13日)に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。

（3）子会社株式の追加取得に関する事項
　　　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　　取得の対価　　現金及び預金　652,500千円
　　　取得原価　　　　　　　　　　652,500千円

（4）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
　① 資本剰余金の主な変動要因
　　 子会社株式の追加取得
　② 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額
　　 575,690千円
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
  時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券
とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な 近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成
28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　 ８年～37年
車両運搬具　　　　 ５年～６年
工具、器具及び備品 ３年～15年

無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づいております。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計上しており
ます。

４．消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額　　　 建物

　　　構築物
59,257千円

143千円
      車両運搬具 15,602千円
      工具、器具及び備品 47,395千円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務
      短期金銭債権 275,866千円
      短期金銭債務 555,835千円
      長期金銭債権 1,370,000千円

　３．担保に供している資産および担保に係る債務
①　担保に供している資産

関 係 会 社 株 式 2,162,380千円

②　担保に係る債務
長 期 借 入 金 1,634,800千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高　　　　　　    　　 営業取引による取引高

営業収益 　993,087千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 営業取引以外の取引による取引高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,488千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当期における自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当期首の株式数

（株）
当期増加株式数

（株）
当期減少株式数

（株）
当期末の株式数

（株）

普通株式 637,065 138 － 637,203
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税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

賞与引当金 4,467千円
未払事業税 527千円
投資有価証券評価損 5,399千円
ゴルフ会員権評価損 7,951千円
繰越欠損金 40,367千円
その他 1,088千円

繰延税金資産小計 59,802千円
　評価性引当額 △13,650千円
繰延税金資産合計 46,151千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 121,033千円

繰延税金負債合計 121,033千円
繰延税金負債の純額 74,881千円

関連当事者との取引に関する注記
１．子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

子会社
ライクスタッ
フ ィ ン グ
株 式 会 社

100.0

業務の受託
役員の兼任
設備の賃貸
資金の借入

経営管理業務の受託
（注１）

257,410
　（注２）

－ －

設 備 の 賃 貸
（注１）

143,163
　（注２）

－ －

経 費 等 の 立 替
329,917

　（注３）

立 替 金

未 払 金

31,141
（注３）

5,602
（注３）

資 金 の 借 入
950,000

　（注３）

関係会社
短期借入
金

550,000
（注２）

利 息 の 支 払
（注４）

456 未 払 金 233
（注３）

子会社

株式会社サン
ライズ・ヴィ
ラ（現ライク
ケアネクスト
株 式 会 社 ）

100.0
資金の貸付
役員の兼任

利 息 の 受 取
(注４)

8,032
短期貸付金

長期貸付金

220,000
(注２)
370,000
(注２)

子会社
サクセスホー
ルディングス
株 式 会 社

50.1

業務の受託

役員の兼任

転換社債型新
株予約権付社
債の引受

経営管理業務の受託
（注１）

211,710
　（注２）

売掛金

関係会社
社債

19,710
（注３）
1,000,000
（注５）

（注）１．価格その他の取引条件は、当社と価格交渉の上で決定しております。
　　　２．消費税等は含んでおりません。
　　　３．消費税等を含んで記載しております。

４．資金の貸借については、市場金利を参考に決定しております。
５．転換社債型新株予約権付社債の引受を行ったものであり、社債利息は受領しておりま

せん。
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２．役員及び個人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

有 限 会 社
マ ナ ッ ク ス

（9.0） 不動産の賃借

建設協力金の返還

不動産賃借料の支払
（注１）

2,887

16,446
（注２）

長期貸付金 46,921
（注２）

役員及
びその
近親者

岡 本 　 泰 彦 （37.5）
当社代表取締役

社長

ストックオプション
の 行 使

（注３）
24,062 － －

（注）１．価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定しております。
２．消費税等は含んでおりません。
３．平成27年４月１日開催の取締役会の決議に基づき発行したストックオプションの当事

業年度における権利行使を記載しております。
　なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストックオプションの権利行使によ
る付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 443円03銭
１株当たり当期純利益 29円78銭

重要な後発事象に関する注記
　当社は、平成29年７月14日開催の取締役会において、以下のとおり、株式の分割について決議
致しました。
１．株式分割の目的
　株式分割を行い投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上とと
もに、投資家層の拡大を図ることを目的とするものです。

２．株式分割の概要
(1)分割の方法
　平成29年８月31日を基準日として、同日 終の株主名簿に記載または記録された株主の有す
る普通株式を、１株につき２株の割合をもって分割いたします。

(2)分割により増加する株式数
　①株式分割前の当社発行済株式総数　　10,018,500株
　②今回の分割により増加する株式数　　10,018,500株
　③株式分割後の当社発行済株式総数　　20,037,000株
　④株式分割後の当社発行可能株式総数　60,000,000株
（注）上記の発行済株式総数及び増加する株式数は平成29年５月31日現在の発行済株式総数に

基づき記載しているものであり、株式分割の基準日までの間に新株予約権の行使により
増加する可能性があります。

３．当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定した場合の当事業年度における１株当
たり情報は、以下のとおりです。
　①１株当たり純資産額　　　221円52銭
　②１株当たり当期純利益　 　14円89銭
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その他の注記

追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３
月28日）を当事業年度から適用しております。

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得
　当社は、平成29年１月31日および平成29年４月28日付で、介護関連サービス事業を行っている
株式会社サンライズ・ヴィラ（現ライクケアネクスト株式会社）を当社完全子会社とする子会社
株式の追加取得を実施致しました。
　なお、詳細につきましては、「連結注記表（その他の注記）」をご参照ください。
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